
新・判例解説 Watch ◆ 行政法 No.211

1vol.27（2020.10） 1

　　　　ローライブラリー ◆ 2020年 8月7日掲載　
文献番号 z18817009-00-022111901

公有水面埋立法の埋立承認は国の「固有の資格」に対するものか

【文 献 種 別】　判決／最高裁判所第一小法廷
【裁判年月日】　令和 2年 3月 26 日
【事 件 番 号】　令和 1年（行ヒ）第 367 号
【事　件　名】　地方自治法 251 条の 5に基づく違法な国の関与（裁決）の取消請求事件
【裁 判 結 果】　上告棄却
【参 照 法 令】　公有水面埋立法 42条 1項・4条 1項、地方自治法 245 条 3号・250 条の 7第 2項・
　　　　　　　251 条の 5第 1項、行政不服審査法 7条 2項
【掲　載　誌】　裁時 1745 号 9頁、裁判所ウェブサイト
◆ LEX/DB 文献番号 25570827

…………………………………… ……………………………………
北九州市立大学准教授 堀澤明生

事実の概要

　沖縄防衛局は、沖縄県宜野湾市所在の普天間
飛行場の代替施設を同県名護市辺野古沿岸域に
設置するための公有水面の埋立て（「本件埋立事
業」）につき、Ｘ（沖縄県県知事）から公有水面埋
立法 42 条 1項の承認（「本件埋立承認」）を得てい
た。しかし、Ｘは、承認の付款（留意事項）違反
等を理由として、平成 30 年 8 月 31 日、本件埋
立承認を取り消した（「本件埋立承認取消し」）。こ
れを不服として、沖縄防衛局は、国土交通大臣に
対して行政不服審査法に基づく審査請求をした
ところ、Ｙ（国土交通大臣）は、平成 31 年 4 月 5
日、本件埋立承認取消しを取り消す旨の裁決をし
た（「本件裁決」）。その後、Ｘは、本件裁決は違法
な国の関与に当たる（地方自治法250条の 7第 2項）
として、国地方係争処理委に対して審査の申出を
した。これに対して、国地方係争処理委員は、令
和元年 6月 17 日、本件裁決は国の関与に当たら
ず、同委員会の審査対象にならないとして却下す
る旨を決定した（「本件却下決定」）。そこで、Ｘは
Ｙを被告として、地方自治法 251 条の 5 第 1 項
に基づき、本件裁決の取消しを求めて福岡高裁那
覇支部に訴えた。
　中心的な争点は、地方自治法 250 条の 7 第 2
項及び同法 251 条の 5 第 1 項が対象とする「国
の関与」からは地方自治法 245 条 3 号括弧書き

により審査請求が除かれているところ、本件埋立
承認取消しが行政不服審査法 7条 2項にいう「国
の機関……に対する処分で、これらの機関……が
その固有の資格において当該処分の相手方となる
もの」に該当するとすれば、審査請求の対象とな
らないため、「国の関与」に当たるかというもの
である。福岡高裁那覇支部は、これを否定し、却
下した。Ｘ上告受理申立て。上告棄却。

判決の要旨

　１　「固有の資格」の判断枠組
　行政不服審査法 7条 2項にいう「『固有の資格』
は、国の機関等に対する処分がこの手続〔不服審
査〕の対象となるか否かを決する基準であること
からすれば、国の機関等が一般私人が立ち得ない
ような立場において相手方となる処分であるか否
かを検討するに当たっては、当該処分に係る規律
のうち、当該処分に対する不服申立てにおいて審
査の対象となるべきものに着目すべきである。」
　「埋立承認のような特定の事務又は事業を実施
するために受けるべき処分について、国の機関等
が上記立場において相手方となるものであるか否
かは、当該事務又は事業の実施主体が国の機関等
に限られているか否か、また、限られていないと
すれば、当該事務又は事業を実施し得る地位の取
得について、国の機関等が一般私人に優先するな



新・判例解説 Watch ◆ 行政法 No.211

2 新・判例解説Watch2

ど特別に取り扱われているか否か等を考慮して判
断すべきである。そして、国の機関等と一般私人
のいずれについても、処分を受けて初めて当該事
務又は事業を適法に実施し得る地位を得ることが
できるものとされ、かつ、当該処分を受けるため
の処分要件その他の規律が実質的に異ならない場
合には、国の機関等に対する処分の名称等につい
て特例が設けられていたとしても、国の機関等が
一般私人が立ち得ないような立場において当該処
分の相手方となるものとはいえず、当該処分につ
いては、等しく行政不服審査法が定める不服申立
てに係る手続の対象となると解するのが相当であ
る。この点に関し、国の機関等と一般私人との間
で、当該処分を受けた後の事務又は事業の実施の
過程等における監督その他の規律に差異があって
も、当該処分に対する不服申立てにおいては、直
接、そのような規律に基づいて審査がされるわけ
ではないから、当該差異があることは、それだけ
で国の機関等に対する当該処分について同法の適
用を除外する理由となるものではなく、上記の解
釈を左右するものではないというべきである。」

　２　公有水面埋立法 42条 1項の「承認」は国の
　　　固有の地位に対する処分か
　「国は、本来、公有水面に対する支配管理権能
の一部として、自らの判断によりその埋立てをす
る権能を有すると解される」が、承認を要するこ
とにしたのは「地域の実情に通じた都道府県知事
が審査するのが適当であ」ること、「埋立て相互
間の整合性」のためであるという。「そして、国
の機関が埋立承認を受けることにより、埋立てを
適法に行うことができるようになるという効果
は、国以外の者が埋立免許を受ける場合と異なら
ない。」
　「このように、公有水面埋立法は、国の機関と
国以外の者のいずれについても、埋立ての実施主
体となり得るものとし、また、都道府県知事の処
分である埋立承認又は埋立免許を受けて初めて、
埋立てを適法に実施し得る地位を得ることができ
るものとしているのである。」
　「そして、公有水面埋立法は、国の機関が受け
るべき埋立承認について、国の機関に対する処分
であることや、国が公有水面について本来的な支

配管理権能を有していることに鑑み、『免許』に
代えて『承認』としているものの……、……埋立
免許に係る諸規定を準用している……。また、国
の機関と国以外の者との間で同一区域における埋
立ての出願が競合する場合であっても、……両者
は所定の基準に従い同列に審査すべきものとされ
ている……。すなわち、埋立承認及び埋立免許を
受けるための手続や要件等に差異は設けられてい
ない。」
　「このように、埋立てを適法に実施し得る地位
を得るために国の機関と国以外の者が受けるべき
処分について、『承認』と『免許』という名称の
差異にかかわらず、当該処分を受けるための処分
要件その他の規律は実質的に異ならないものとい
える。」
　公有水面埋立法は、国が埋立承認に基づいて埋
立てをする場合について、国以外の者による場合
に適用される埋立権の処分に関する規定や違法行
為等に対する監督に係る規定等を準用していな
いが、「これらは、埋立免許がされた後の埋立て
の実施の過程等を規律する規定であるところ、公
有水面埋立法は、特定の区域の公有水面について
一旦埋立承認がされ、国の機関が埋立てを適法に
実施し得る地位を得た場合における、その埋立て
の実施の過程等については、国が公有水面につい
て本来的な支配管理権能を有していること等に鑑
み、国以外の者が埋立てを実施する場合の規定を
必要な限度で準用するにとどめたものと解され
る。そして、そのことによって、国の機関と国以
外の者との間で、埋立てを適法に実施し得る地位
を得るための規律に実質的な差異があるというこ
とはできないから、上記のような規定の準用がな
いからといって、国の機関が一般私人が立ち得な
いような立場において埋立承認の相手方となるも
のということはできない。」

判例の解説

　一　国の関与とそれに対する争訟制度
　地方自治法は、普通地方公共団体に対する国の
「関与」（地方自治法 245 条柱書。以下、「地自法」と
する。）について紛争が生じた際に、国の関与の
適法性を審査するための手続を置く。国地方係争
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処理委員会（地自法 250 条の 7）による審査手続（地
方自治法250条の13ないし250条の20）が用意され、
審査の結果に不服がある場合には、地方公共団体
の長は違法な国の関与の取消しを出訴することが
出来る（地自法 251 条の 5）。本件における沖縄県
知事は、この機関争訟制度で出訴したものであ
る１）。

　二　「裁定的関与」
　地方公共団体の行った処分について、それが法
定受託事務である場合に、当該事務を所管する大
臣が行政不服審査法（以下、「行審法」とする。）上
の審査請求先となる（地自法255条の2第1項1号）。
これは、一方では、当該処分の名宛人である私人
に対する簡易・迅速な救済手段の整備であるが、
他方で、地自法の制度上は関与の類型としては除
外されているが、実質的には国による地方公共団
体に対する「裁定的」関与と学説には称され、国・
地方が上下関係であるという思考の残滓として批
判されている２）。本件において、沖縄県知事の行っ
た埋立承認取消処分に対する審査請求が、国土交
通大臣に対してなされているのは、この制度によ
る。
　本件の沖縄県知事は、この裁定的関与を、一で
説明した国の関与に対する争訟手続のルートに乗
せたが、先述のとおり、このルートの対象とな
る「関与」のうちからは審査請求は除外されてい
る（地自法 245 条 3号括弧書）。この趣旨は、通常、
こうした紛争解決手続については、別途法律の根
拠や手続が定められていることや、当該地方公共
団体の他方当事者として通常立ち現れる私人の権
利救済等の観点からすると、必ずしも必要最低限
といった関与の基本原則が妥当しないこと、ある
いは裁定的関与自体の手続（たとえば行審法）に
加えて更に地方自治法の係争処理手続に乗せるこ
とが紛争の早期解決に資さないことが理由とされ
ている３）。
　しかし、本件裁決について、沖縄県の他方当事
者であるのは沖縄防衛局であり、審査庁となった
のが国土交通大臣であることからすると、上記の
私人の権利救済の迅速確保の趣旨が直ちに妥当す
るかについては疑問が生じる。これが争点化する
のが、審査請求の申立人適格の除外条項であると

ころの、行審法 7条 2 項「国の機関……がその
固有の資格において当該処分の相手方となるもの
及びその不作為については、この法律の規定は、
適用しない。」である４）。沖縄防衛局は、「その固
有の資格において」本件埋立承認を受けたのか、
それとも私人と同様の地位に基づいて埋立承認を
受けたのか。もし、「固有の資格」に基づくので
あれば、本件裁決は裁決たりえないものであり、
地自法 245 条 3 号の適用除外を受けず、機関争
訟ルートに乗りつつ、裁決＝関与の違法も判断さ
れるというわけである。

　三　行審法 7 条 2 項「固有の資格」の
　　　判断枠組み
　行審法 7条 2 項がいかなる原理に基づいた規
定なのかは、必ずしも明らかではないとされてい
る５）。従来、この「固有の資格」の判断について
は、相手方が国の機関等に限定されているのかと
いう要素６）と、当該法令上、当該事務・事業に
ついて国の機関等が当該処分の原則的な名宛人と
して予定されているのか、という要素で判断され
るといわれていた７）。
　公有水面埋立法（以下、「法」とする。）におけ
る埋立事業については、都道府県知事が私人に対
して行う「免許」（法 2条 1以下）と、国に対して
行う「承認」（法 42条以下）とがある。このため、
沖縄防衛局は私人も行える埋立事業について、知
事の承認を受けているが、この「承認」が「免許」
との対比においていかなる性質のものなのかにつ
いては、従来、大きく二説が存在しており８）、こ
れが「固有の資格」の判断に影響するものとされ
ていた。承認により条件付き所有権及び埋立権を
与えられるとする埋立権説と、本来国は埋立権限
を有するが都道府県との調整のために承認を必要
とするという非埋立権説とである。前者のほうが
「固有の資格」を否定する方向に働くとされてい
た。
　しかし判旨は必ずしもこうした枠組みに則って
いないように思われる。私人の場合における埋立
権限の設定である免許と、所有権の取得である竣
工認可とを峻別し、承認はこの前者の特則に当た
るに過ぎないとすることで、国の所有権を前提に
しつつ、なお私人に対する「免許」と同様の法的
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効果であるとする。そしてその埋立てを適法に行
う地位の取得をめぐって判断されるもの――つま
り処分要件及び処分に至る手続が異なるかどうか
で「固有の地位」を判断し（ここで監督に関する
規定が除外されることとなる）、これは私人と異な
らないとしている。こうした限定は、行政不服審
査における審査庁の審理判断の対象がこれらであ
るという認識に基づいている。

　四　判旨への疑問
　しかし、私人であれば得られたであろう簡易迅
速な救済手段が排除される主観的属性としての
「固有の資格」を判断する際に、判旨のように、
私人と同一の処分基準・手続で扱われたか、とい
うことで足りるのかは依然として疑問が残る。本
事件の一審や本件最高裁のような判断手法に対置
して論者らが根拠法規における全体的な考察を説
く９）ように、少なくとも処分後の国の埋立事業
に対する都道府県知事の監督手段の乏しさを考慮
外とすることは適切ではないのではないか。これ
は裏側から見ると、裁定的関与に対する地方公共
団体自身が原告となる抗告訴訟が可能かは不安定
な状況であることと併せると、関与が当該埋立事
業の最終判断となりかねないため、地方公共団体
側の紛争解決手段が限定されてしまうこととな
る 10）（抗告訴訟における処分性の判断にあたって他
の救済手段の存否を補充的に考えることを想起され
たい 11））。
　ただ、こうした疑問は、処分の相手方としての
沖縄防衛局の審査請求の利用の可否を決する行審
法 7条 2 項の「固有の資格」の解釈として示さ
れた本件判旨に対して抱くべきものではなく、裁
定的関与制度への立法論的なものに過ぎないのか
もしれない。
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